
（様式第１号）

青 森 県 未 来青 森 県 未 来青 森 県 未 来青 森 県 未 来 へ のへ のへ のへ の 挑 戦 資 金挑 戦 資 金挑 戦 資 金挑 戦 資 金

特別保証融資制度特別保証融資制度特別保証融資制度特別保証融資制度にににに係係係係るるるる事業実施計画書事業実施計画書事業実施計画書事業実施計画書

平成 年 月 日

青森県信用保証協会会長 殿

住 所

企 業 名

代表者名 印

（個人企業で署名による場合は押印不要）

連絡先℡

青森県未来への挑戦資金に係る融資を受けたいので、青森県未来への挑戦資金特別保証融資制度要綱５の

規定により「事業実施計画書」を提出します。

なお、本計画書及び添付資料に記載された個人情報は、青森県のほか、融資審査のため取扱金融機関及び

保証審査のため青森県信用保証協会が授受することに同意します。

記

１ 企業の概要

(1) 所 在 地

(2) 資 本 金 千円

(3) 従 業 員 数 人

（うち常用従業員 人）

(4) 業 種

(5) 主 た る 事 業 内 容

(6) 設立（予定）年月日 平成 年 月 日

２ 申込金額 千円

うち運転資金 千円

うち設備資金 千円

３ 借入予定金融機関名

４ 借入希望時期

５ 借入希望期間

(1) 運転資金 （据置 ）

(2) 設備資金 （据置 ）



６ 対象となる事業（該当するものに○印を記入）

(1) 県内で創業する（創業後１年未満の中小企業者を含む。）事業

(2) 新幹線開業に向けて、新たな事業展開を図る事業

(3) あおもり型産業に属する事業

(4) 地域資源の活用による新商品開発等の取組、又は地域商店街活性化への取組に係る事業

(5) 環境認証を取得した事業者等が行う環境負荷低減に資する取組

(6) 国や県等による補助等の採択を受けた計画事業、法令に基づく認定を受けた計画事業、又は建設業

の新分野進出に係る取組

(7) 雇用創出枠

(8) 雇用創出特別支援枠

(9) 震災離職者雇用支援枠

７ 事業計画の概要及びその効果等

８ 所要資金等

（単位：千円）

設 備 資 金 運 転 資 金

備 考

設 備 の 種 類 数 量 金 額 資金使途の内容 金 額

計

（注）① 取扱製品、サービス等の提供内容は項目別に記入

② 設備資金の場合は見積書等、運転資金の場合は具体的な使途を明記した資金使途明細書

（様式適宜）等を添付

９ 資金調達計画（事業計画に係る所要資金の調達分）

（単位：千円）

本 制 度 に よ る 借 入 他 か ら の 計

自 己 資 金

設備資金 運転資金 計 借 入 設 備 資 金 運 転 資 金 計



10 雇用創出の状況（６(7)～(9)利用の場合）

雇用者数 事業計画前 事業計画に係る 雇用(予定)時期

の雇用者数 新規雇用者数

常用従業員 人 人

６(7) (うち新規学卒者)

又は(8) (うち障害者) （ 人）

の場合 (うち中高年非自発的離職者) （ 人）

(うち緊急雇用対象者) （ 人）

６(9) (うち要綱２(9)①該当者) （ 人）

の場合 (うち同②該当者) （ 人）

(うち同③該当者) （ 人）

※この資金の雇用対象は、常時使用する従業員で労働保険及び健康保険の加入対象者であること。

※雇用（予定）時期は、６(7)及び(8)の場合は原則として融資実行後６ヶ月以内、(9)の場合は原則

として３ヶ月以内であること。

11 添付書類

(1) 最近２期の財務諸表（損益計算書、貸借対照表）（※事業実績のある企業）

(2) 借入金明細書（金融機関名、当初借入額、現在の残高、返済期間、年間返済額）

(3) 創業する場合は、経歴書

(4) 法令等に基づく許認可等が必要とされる技術及び事業については、その取得の確認又は取得が見込ま

れることを証するもの

(5) 必要に応じ、事業内容の詳細を確認できる書類

(6) 融資申込後に既に雇用した場合にあっては雇用を証するもの

(7) その他必要と認める書類



12 金融機関等の意見

(1) 金融機関の意見

金 融 機 関 名 本店 支店

(2) 青森県信用保証協会の意見

本所 支所

（注） 申込人においては、(1)及び(2)の記載は不要。


